










5 改正FIT法による制度改正について（資源エネルギー庁、平成29年3月）より抜粋 

FIT法の改正について 



6 改正FIT法による制度改正について（資源エネルギー庁、平成29年3月）より抜粋 

FIT法の改正について（新認定制度） 



7 改正FIT法による制度改正について（資源エネルギー庁、平成29年3月）より抜粋 

ＦＩＴ法の改正について（認定の審査基準①） 
 



8 改正FIT法による制度改正について（資源エネルギー庁、平成29年3月）より抜粋 

ＦＩＴ法の改正について（認定の審査基準②） 
 



9 改正FIT法による制度改正について（資源エネルギー庁、平成29年3月）より抜粋 

事業計画策定ガイドライン 
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平成24年7月 ＦＩＴ制度導入 

全国的に太陽光発電の導入が大幅に増加 

自然環境や景観との調和が地域課題として顕在化 

 ＦＩＴ法改正（H29.4） 
 事業計画策定ガイドライン（H29.3） 
 県ガイドライン策定（H29.6） 

県ガイドライン ①策定の背景 
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 事業者による計画の早い段階からの地域住民へ
の情報提供 

 法令、条例の遵守 
 安全、安心な暮らし、三重の豊かな自然環境と
調和がとれた太陽光発電施設の適正な導入 

 十分な考慮の上、土地の選定、開発計画の策定
を行うことが必要な区域の設定 

太陽光発電施設の設置に伴い、防災・環境・景観
上の懸念が生じ、地域住民との関係外悪化する等

様々な課題が顕在化 

県ガイドライン ②目的 
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 県ガイドライン施行以前にFIT法の認定を受けた施設も対象  
   →５（１）イ（ウ）地域住民とのコミュニケーション以降 
        が対象となる。 
   →認定申請中の案件については、全ての項目が対象。 
 
 

 機器メーカー、設計事業者など、太陽光発電事業に関連する
業務に従事する事業者についても、県ガイドラインを参考に
しながら事業を行うことが望まれる。 

 

 出力規模に関わらず全ての太陽光発電施設（建築物に設置さ
れるものを除く）について、発電事業者あるいは保守点検責
任者の連絡先を明示した標識の掲示を行ってください。 

 

 市町が独自に太陽光発電施設の設置に係る条例、指導要綱、
ガイドライン等を定めて取り組んでいる場合は、県ガイドラ
インは原則、適用外となる。 

県ガイドライン ③適用対象施設 
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 地域住民 
   太陽光発電施設の設置に伴い生活環境 
  に著しく影響を受けるおそれのある住民 
  （例 事業区域に隣接する土地・建物の  
       所有者、周辺区域に居住する住民等） 
 
 不適切案件 
   関係法令、条例等の違反案件（是正処  
    置中のものを除く） 

県ガイドライン ④用語の整理 





16 

（企画立案時） 
 

 ●関係法令、条例の遵守 
 

  ・関係法令、条例の規定に従い、土地及 
   び周辺環境の調査を行うことが必要 
 

  ・必要な措置や手続き等について、国、 
   県、市町に確認及び相談 
  
  

県ガイドライン ⑤事業者が実施する遵守事項、推奨事項 
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（企画立案時） 
 

 ●十分な考慮の上、土地の選定、開発計画 
  の策定が必要な区域 
 

  ①設置するのに適当でない区域 
    関係法令、条例の規定により開発行為が厳しく制 

    限（原則不許可など）されている区域や、防災、環 
    境保全、景観保全等の観点から、太陽光発電施設の 
    設置に関し、許可を要する区域 
    （自然公園法における特別保護地区や特別地域、 
     森林法における保安林、農地法における農用地 

     区域など）  

県ガイドライン ⑤事業者が実施する遵守事項、推奨事項 
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①設置するのに適当でない区域（例） 
 

 伊勢志摩国立公園（志摩市） 

県ガイドライン ⑤事業者が実施する遵守事項、推奨事項 
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①設置するのに適当でない区域（例） 
 

 農用地区域（津市） 

県ガイドライン ⑤事業者が実施する遵守事項、推奨事項 
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①設置するのに適当でない区域（例） 
 

 国史跡美旗古墳群 
 の馬塚古墳 
 （名張市） 

県ガイドライン ⑤事業者が実施する遵守事項、推奨事項 
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（企画立案時） 
 

 ●十分な考慮の上、土地の選定、開発計画 
  の策定が必要な区域 
 

  ②設置するのに十分な検討や調整が必要 
   な区域 
    関係法令、条例の規定により防災、環境保全、 

    景観保全等の観点から、太陽光発電施設の設置に 
    関し、許可、届出を要する区域 
    （自然公園法における普通地域（面積等の条件）、 

     農地法における第２種農地、第３種農地など）  

県ガイドライン ⑤事業者が実施する遵守事項、推奨事項 
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②設置するのに十分な検討や調整が必要な区域（例） 
 

 特定水源区域（大台町） 

県ガイドライン ⑤事業者が実施する遵守事項、推奨事項 
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②設置するのに十分な検討や調整が必要な区域（例） 
 

 河川区域（四日市市） 

県ガイドライン ⑤事業者が実施する遵守事項、推奨事項 
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②設置するのに十分な検討や調整が必要な区域（例） 
 

 海岸保全区域（志摩市） 

県ガイドライン ⑤事業者が実施する遵守事項、推奨事項 
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②設置するのに十分な検討や調整が必要な区域（例） 
 

 港湾隣接地域（松阪市） 

県ガイドライン ⑤事業者が実施する遵守事項、推奨事項 
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（企画立案時） 
 

 ●事業概要書の提出 
 ・原則、提出先への持ち込みとしますが、 
  郵送、電子メール、ファックスも可と 
  します。※原本は郵送してください。 
 ・事業概要書提出時に聞き取りを行いま 
  す。（郵送等の場合は、電話等で聞き取 
  りを行います。） 
 ・事業概要書提出後も、事業認定申請予 
  定時期など、各段階において聞き取り 
  を行います。 

県ガイドライン ⑤事業者が実施する遵守事項、推奨事項 
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・事業計画の早い段階で、県担当 
 課及び施設の設置を計画してい 
 る市町担当課へ事業概要書を提 
 出するよう求めます。（原則、 
 提出先への持ち込みとしますが 
 郵送、電子メール、ファックス 
 も可とします。※原本は郵送し 
 てください。） 
・事業概要書提出時に聞き取りを 
 行います。（郵送等の場合は、 
 電話で聞き取りを行います。） 
・事業概要書提出後も、事業認定 
 申請予定時期など、各段階にお 
 いて聞き取りを行います。   

県ガイドラインの概要（事業概要書の提出） 



30 

（企画立案時） 
  ●チェックリスト 

県ガイドライン ⑤事業者が実施する遵守事項、推奨事項 
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（企画立案時） 
 

 ●市町への相談 
 ・配慮すべき地域住民の範囲や説明会の開 
  催、個別訪問など具体的な対応方法につ 
  いて相談 
 ・防災、環境保全、景観保全等の観点から 
  影響が懸念される場合は、近接する市町 
  に対しても、設置場所の市町と同様に相 
  談 

県ガイドライン ⑤事業者が実施する遵守事項、推奨事項 



32 

（企画立案時） 
 

 ●地域住民とのコミュニケーション 
 ・事業計画作成の初期段階から地域住民と適切な 
  コミュニケーションを図る 
 ・事業概要書等を用い、地域住民に説明 
 ・隣接する水路等への排水や土砂流出について、 
  事前に水路管理者に相談 
 ・事業計画や排水、土砂流出などについて説明を 
  求められた場合は、事業計画の早い段階で地域 
  住民へ説明 
 ・要望、苦情、懸念等に対する誠意をもった対応 

県ガイドライン ⑤事業者が実施する遵守事項、推奨事項 
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（設計・施工時） 
 

 ●周辺環境への配慮 
 ・地域住民に与える騒音、電磁波、反射光 
  等の影響を考慮し、地域住民の良好な生 
  活環境を害することのないよう、適切な 
  措置を講ずる 
 ・標識の掲示 
 ・太陽光発電施設の周囲に柵塀などを設置 

県ガイドライン ⑤事業者が実施する遵守事項、推奨事項 
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標識のイメージ 
 

県ガイドライン ⑤事業者が実施する遵守事項、推奨事項 
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（運用・管理時） 
 

 ●保守点検・維持管理 
 ・事業計画の認定申請時提出した保守点検、 
  維持管理に係る実施計画に則り保守点検、 
  維持管理を実施 
 ・発電性能の維持に関する作業（除草時の 
  除草剤利用等）を実施するに当たり、地 
  域住民や周辺環境地域に影響が及ぶこと 
  がないよう努める 

県ガイドライン ⑤事業者が実施する遵守事項、推奨事項 
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（運用・管理時） 
 

 ●非常時の対処 
 ・発電設備の破損や第三者への被害をもた 
  らすおそれがある事象が発生した場合の 
  速やかな対応 
 ・地域への被害が発生するおそれがある場合 
  又は発生した場合、市町及び地域住民へ速 
  やかに連絡（非常時連絡先の事前連絡） 
 ・被害防止又は被害拡大防止のための措置 
 ・被害が発生し、損害賠償責任を負う場合、  
  適切かつ誠実な対応 

県ガイドライン ⑤事業者が実施する遵守事項、推奨事項 
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（運用・管理時） 
 

 ●周辺環境への配慮 
 ・防災や設備安全、環境保全、景観保全など 
  に関する対策が計画どおり適切に実施され 
  ているかを随時確認 
 ・事業地からの建設残材の飛散や雑草の繁茂 
  等による周辺環境への影響を管理 
 ・防災、環境保全、景観保全の観点から、計 
  画策定段階で予期しなかった問題が生じた 
  場合、適切な対策を講じ、災害防止や自然 
  環境、近隣への配慮を行うよう努める 

県ガイドライン ⑤事業者が実施する遵守事項、推奨事項 
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（撤去・処分時） 
 

 ●撤去・処分等 
 ・廃棄物処理法等の関係法令を遵守し、事業 
  終了後、可能な限り速やかに撤去・処分 
 ・第三者がみだりに発電設備に近づかないよ 
  う、適切な措置 
 ・県、市町、地域住民と合意した事項がある 
  場合は、当該事項に従い責任をもって対応 
 

 ●廃止届の提出 
 ・写しを県、市町に提出 

県ガイドライン ⑤事業者が実施する遵守事項、推奨事項 
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（県の役割） 
 ・県ガイドラインの周知 
 ・事業者からの相談への対応 
 ・市町、事業者からの求めに応じた助言等 
 ・廃止届の写しの受け取り 
 ・関係法令、条例等の違反が疑われる場合 
  の対応 
 

（市町の役割） 
 ・事業者からの相談への対応 
 ・廃止届の写しの受け取り 

県ガイドライン ⑥県、市町の役割 
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（不適切案件等の公表） 
 ・不適切案件（関係法令、条例等の違反案 
  件）の概要と地域住民等からの相談件数 
  等を定期的にホームページ上に公表しま 
  す。 
 
（固定資産税の申告） 
 ・太陽光発電施設の設置後は、固定資産税 
  の申告を市町の窓口で適切に行う必要が 
  あります。 

県ガイドライン ⑦その他 



ご静聴ありがとうございました。 
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